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トリチウム(T)は水素同位体交換反応（T-for-H交
換反応）を起こす可能性がある。また，HTO（水分
子）として存在するTが生体細胞中のHとT-for-H
交換反応をすることで，生体細胞にTが組織結合型T(OBT)として存在する。現在のICRPの勧告では，内
部被ばく評価を行う際にTの放射線荷重係数は1と
して定められているが，このOBTを考慮に入れると
体内で長期にわたり放射線を放出するため，その危
険性は自由水型T(FWT)よりも増大すると考えられ
る。なお，FWTは，水と同じ挙動を示すことから，
容易に移動すると考えられ，従って，OBTと違い，
組織に与える影響は，かなり少ないと考えられる。
以上を基に大きく2つのことについて検討した。初め
は，環境中に多く存在するTと東日本大震災で起
こった福島第一原子力事故(以後，原発事故)で放

出された放射能のうち，未だに環境中に多く存在す
るセシウム-134,137の環境中の影響とについて定量
的に検討した。次に，Tの人体に及ぼす影響につい
て，同位体交換反応(T-for-H交換反応)を応用して，
人体に多く存在するアミノ酸とTとの動的交換を追
究した。生体中には，大きく分けて，FWTとOBT
とが存在するが，その中間型として，官能基中のHが
あり，さらにT交換可能型OBTと非交換可能型のOBTの2つに分類される。交換可能型OBTは体内でFWTと同様の挙動を示すことから，交換可能型OBT
とFWTとの放射線加重係数は１と定められている。
一方でT-for-H交換反応を起こしにくい非交換可能
型OBTの係数は2.3と定められている。非交換可能型OBTの放射線荷重係数が高い理由としては，T-for-H
交換反応による除去が難しく，生体内に留まり易い
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ことがあげられる。現在では，交換可能型OBTと非
交換可能型OBTの区別が曖昧である。
以上に基づき，主に，交換可能型OBTと非交換可
能型OBTのT-for-H交換反応を観測した。また，H
は，官能基の種類や温度などにより，その反応性が
異なることが，これまでの研究で知られている。そ
こで，主にアミノ酸中のHとTとの交換反応を，速
度論的に観測することで，それぞれの官能基中のH
の反応性を，定量評価した。この観測は，温度，時
間，物質をそれぞれ変えて行った。その結果を，人
体中のHのコンパートモデルと比較することによ
り，現在用いられているTの影響(トリチウムの放
射線加重係数)の修正値を提案できた。これらから，
同位体交換反応を考慮に入れたTの内部被ばく評価
を行うことができた。これを基に，新たなTの内部
被ばく評価法を提案することもできた。
また，この手法を用いてTの内部被ばく評価を

行った。
以上から，以下のことが明らかとなった。

茨 茨2011年３月と４月の降水中トリチウム濃度は
例年の２倍であったことから，福島第一原子力発
電所事故の影響があったことがわかった。

芋 福島付近の山での湧き水のT濃度は1.0Bq/kg以
下であり，2013年の５月のT濃度と似た値であり，
また，2014年もT濃度は上昇していないことから，

福島県付近の山に及ぼす原発事故の影響はほとん
どないと考えられる。

鰯 FWTから非交換可能型OBTへの移行係数は0.000070と算出できた。
允 この移行係数を用いてTの被ばく線量を計算す
ると，被ばく線量の増加量は1.2×10-8μSvであり，
現行のモデル計算に数％の増加が見込まれること
になる。
以上得られた結果は，水素同位体交換反応の反応
性を定量的に明らかにすることが可能であり，さら
に，交換可能型OBTと非交換可能型OBTにおける
内部被ばくの評価に役立つ。
また，この事故で環境中に放出されたTが湖沼に
及ぼす影響は，新潟市では事後年の７月ころで，ま
た，福島県では，２年後くらいで，ほとんどなくなっ
ていることも，湖沼水や湖沼泥の採取で明らかと
なった。
さらに，この事故後，新潟市と福島県の湖沼を３
年間に渡り，合計７つ調査した。調査項目は，湖沼
水中のT濃度，湖沼泥中の放射性セシウム濃度(Cs-134,Cs-137)，各種イオン濃度，などであった。
その結果，今回の福島第一原発事故で生じたCs-134,Cs-137は，３年ほど経過した後では，上昇傾向
にないことから，その影響は徐々に少なくなってき
ていることが定量的に明らかとなった。
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